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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第２期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しており

ません。 

３ 第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第１期においては潜在株式は存在しますが１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第２期中 第１期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 8,415,011 18,298,009

経常利益 (千円) 225,258 371,770

中間純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 71,857 △882,446

純資産額 (千円) 10,408,148 10,089,025

総資産額 (千円) 22,566,219 21,557,137

１株当たり純資産額 (円) 187.14 184.18

１株当たり中間純利益 
又は１株当たり当期純損
失（△）

(円) 1.31 △21.62

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益

(円) 1.24 ―

自己資本比率 (％) 46.1 46.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 267,641 △161,025

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △3,013,483 6,835,144

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △640,311 △1,754,499

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 6,983,600 10,366,565

従業員数 (名) 391 447



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第２期中間会計期間より中間財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。

３ 第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

４ 会社設立第１期であります平成17年３月期は、平成16年10月１日から平成17年３月31日までとしておりま

す。 

  

回次 第２期中 第１期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成16年 
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 123,600 143,800

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 268,035 △40,754

中間純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 193,696 △41,760

資本金 (千円) 2,459,240 2,345,000

発行済株式総数 (株) 55,622,620 54,782,620

純資産額 (千円) 10,798,072 10,408,841

総資産額 (千円) 12,963,342 12,272,503

１株当たり純資産額 (円) 194.15 190.01

１株当たり中間純利益 
又は１株当たり当期純損
失（△）

(円) 3.53 △0.99

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
（当期）純利益

(円) 3.33 ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 83.3 84.8

従業員数 (名) 11 10



２ 【事業の内容】 

１．企業集団の状況 

企業集団としてのセブンシーズホールディングスグループは、当社、当社の連結子会社９社及び持分法適

用関連会社１社で構成されております。当社グループが営んでいる主な事業内容と、グループを構成する

各社の位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

  

 
事業の系統図は次のとおりであります。 

 

（注）１ 平成17年９月に㈱ピーアール・ライフの株式を取得し、同社は当社の連結子会社となっております。 

２ 平成17年７月に㈱ディーエス・インタラクティブは㈱Ｘｅｎｌｏｎに商号変更をしております。 

３ 平成17年８月に当社はゼィープラスホールディングス㈱からセブンシーズホールディングス㈱に商号変

  更をしております。 

４ 平成17年11月に㈱セブンシーズ・アンド・カンパニーは㈱インターナショナル・ラグジュアリー・メデ

  ィアに商号変更をしております。 

（メディアコンテンツ事業） 
  出版物の制作・販売 

 
連結子会社インフォレスト㈱が主に趣味系、ファッション系の雑誌・書
籍を出版しているほか、連結子会社㈱インターナショナル・ラグジュア
リー・メディア及び持分法適用関連会社㈱カラットにて雑誌を出版して
おります。

（ＩＭＣ事業） 
  販売促進・支援

 
連結子会社㈱ピーアール・ライフ、㈱国連社、非連結子会社㈱大東通信
社が商品開発、マーケティング、広告、販促活動に係る企画・制作、各
種制作媒体展開及び実施運営業務を行っております。

（ＩＴ事業） 
  コンサルティング 
  システム開発 
   
    システム販売

 
連結子会社㈱ザイオンがＩＴコンサルティングを行っております。 
連結子会社㈱ザイオン、キャル㈱、㈱Ｘｅｎｌｏｎが受託開発を行って
おります。 
連結子会社㈱ザイオン、㈱Ｘｅｎｌｏｎがシステム販売を行っておりま
す。

（ビジネスソリューション事業）
  ＩＳＭＳ、Ｐマーク、 
  ＩＳＯ認証取得支援 

 
連結子会社セブンシーズ・ビジネスソリューション㈱が各種認証取得支
援教材を開発・販売し、認証取得に関するコンサルティングを行ってお
ります。



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

 
(注) 主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

当中間連結会計期間において、以下の関係会社であった会社が関係会社でなくなりました。 

 
(注)１ 主要な事業の内容欄には事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ゼィープラス・マネジメント㈱は、平成17年４月１日をもって当社と合併し、同日解散しておりますので、

子会社ではなくなっております。 

３ ㈱ダイエープリントセンターは、平成17年５月31日をもって株式を売却し、子会社でなくなっております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

３ 印刷事業の従業員が前連結会計年度末に比べて34名減少しておりますが、平成17年５月に㈱ダイエープリン

  トセンターの株式を売却し、同事業から撤退したことに伴う減少であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員には使用人兼務役員（１名）、嘱託（1名）は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はあり

ません。 

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱ピーアール・ライフ 東京都台東区 10,000 ＩＭＣ事業 51.0 役員の兼任２名

名称 住所

資本金又は 

出資金 

(千円)

主要な事業 

の内容

議決権の所有 

(被所有)割合 

(％)

関係内容

(連結子会社)

ゼィープラス・マネジメ
ント㈱

東京都新宿区 10,000 持株会社 100.0 役員の兼任９名

 ㈱ダイエープリントセン 
 ター

 東京都新宿区 10,000  印刷事業 100.0  役員の兼任４名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

メディアコンテンツ事業 79

ＩＭＣ事業 154

ＩＴ事業 122

ビジネスソリューション事業 25

全社(共通) 11

合計 391

従業員数(名) 11  



  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

 第２期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、前年同期との比較は行ってお

りません。  

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費、設備投資において堅調な伸びをみせ、内需主

導で景気が緩やかな回復基調を続けている状況で推移いたしました。このような環境のもと、当社グル

ープは純粋持株会社化以降、第三者割当増資による財務体質強化、積極的なＭ＆Ａおよび事業再編によ

る事業基盤の整備・拡大を行い、グループの事業軸を、メディアコンテンツ事業、ＩＭＣ（Integrated 

Marketing Communications）事業、ＩＴ事業、ビジネスソリューション事業の4つに集約しておりま

す。当中間連結会計期間におきましては、ＩＭＣ事業において、前連結会計年度よりグループ入りした

㈱国連社に続き、㈱ピーアール・ライフがグループ入りし、下期より業績に寄与することとなります。

以上の結果、売上高8,415百万円、営業損失341百万円、経常利益225百万円、中間純利益71百万円とな

りました。なお、営業損失341百万円があったものの、中間純利益を計上した主な理由は、有価証券運

用益604百万円を計上したことによるものであります。 

セグメント別の営業の状況は次のとおりであります。 

①メディアコンテンツ事業 

 当事業は、㈱インターナショナル・ラグジュアリー・メディアを核としたクラスメディア媒体でのト

レンドやライフスタイルの提案、インフォレスト㈱を中心としたタイムリーな情報雑誌媒体の発行によ

る生活者のコミュニケーション・ポータルの創出を行っております。また、持分法適用関連会社㈱カラ

ットにて雑誌・書籍等を出版しております。当中間連結会計期間において、前連結会計期間より引続

き、不採算部門の再構築を実施中であり、媒体のリニューアルに伴う収益構造の改善効果が徐々に現出

しております。これに伴い中長期的な発刊計画として雑誌及び書籍の構成比率が変更となったことから

返品債権特別勘定引当金繰入額が69百万円増加しております。この結果、当中間連結会計期間の売上高

は2,272百万円、営業損失は121百万円となりました。 

②ＩＭＣ（統合型マーケティングコミュニケーション）事業 

 当事業は、平成16年10月に㈱国連社がグループ入りしたことに伴い開始しており、クライアント企業

に対して販売促進支援サービスを行っております。当中間連結会計期間につきましては、事業全体を中

長期的な観点から、今後の事業コンセプトを「クリエイティブエージェンシー」とする転換期と位置づ

けております。このため、より高収益の取扱い案件へと販売計画をシフトしており、売上高・利益が一

時的に低下しております。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は5,095百万円、営業損失は170百万円となりました。 

③ＩＴ事業 

 当事業は、前期よりグループ入りした㈱ザイオンがキャル㈱及び㈱Ｘｅｎｌｏｎで構成するＩＴ事業

グループの中心的な役割を担い、コア事業であるＩＴコンサルティングとプロジェクトマネジメントの

提供に加え、各社がもつサービスを組み合わせ、顧客企業に対するサービスメニューの拡大に努め、営

業利益、経常利益につきまして概ね当初の計画通り推移しております。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は926百万円、営業損失は2百万円となりました。 

④ビジネスソリューション事業 

 当事業は、企業の発展、成長を支援することを目的として、中小企業向けＩＳＯ認証取得支援を行っ



ております。当期におきましては、自社開発商品であるローコストＩＳＯ認証取得支援教材「ＩＳＯ

工房9001」「ＩＳＯ工房14001」の販売に加え、平成17年４月施行の「個人情報保護法」が追い風とな

り、情報セキュリティ関連（ＩＳＭＳ、Ｐマーク）の認証取得コンサルティングサービスについても堅

調に推移し、収益に寄与しております。 

 また、販売体制につきましては当中間連結会計期間において首都圏、関西圏を中心とした営業体制の

強化、コンサルティングスタッフの増員を行っております。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は258百万円、営業利益は23百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

6,983百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果、増加した資金は267百万円となりました。これは主に

売上債権の減少によるものであります。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当中間連結会計期間における投資活動の結果、減少した資金は3,013百万円となりました。これは主

に投資有価証券の取得によるものであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果、減少した資金は640百万円となりました。これは主に

借入金の返済によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

メディアコンテンツ事業 1,184,458

ＩＭＣ事業 5,091,703

ＩＴ事業 921,386

合計 7,197,547



(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
     (注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

ＩＭＣ事業 5,316,021 321,303

ＩＴ事業 2,254,042 1,784,807

ビジネスソリューション事業 140,948 ―

合計 7,711,012 2,106,110

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

メディアコンテンツ事業 2,260,973

ＩＭＣ事業 5,091,703

ＩＴ事業 921,386

ビジネスソリューション事業 140,948

合計 8,415,011

相手先
当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・アド 3,055,328 36.3



３ 【対処すべき課題】 

当社グループにおきましては、平成16年10月1日、株式移転制度を用いて純粋持株会社を設立いたしま

した。この、抜本的な事業再編の一環として、メディアコンテンツ事業、ＩＭＣ事業、ＩＴ事業、ビジネ

スソリューション事業に経営資源を集中させてまいりました。今後につきましても当該事業領域での拡大

路線をはかるとともに、更なる効率化、合理化を推進してまいります。 

 メディアコンテンツ事業におきましては、従来のファッション系、パズル系、デジタルエンターテイメ

ント系、ライフスタイル系等の情報発信誌と、既刊の「SevenSeas」「Chronos」や、今後発刊予定の

「OCEANS」、提携誌「HARPER'S BAZAAR」等のラグジュアリー志向に大別し、それぞれの分野に特化して

まいります。また、事業再編に伴い、独創性に満ちた次なる分野への挑戦と、メディアミックスの新規事

業模索につきましても継続して行ってまいります。ＩＭＣ事業におきましては、平成17年9月に、強固な

営業基盤を持ち、安定した業績の㈱ピーアール・ライフがグループ入りいたしました。今後についてはグ

ループ事業コンセプトに基づき「クリエイティブエージェンシー」へと転換してまいります。 

 ＩＴ事業におきましては、㈱ザイオンにて、すでに大規模ブロードバンド配信システム構築を受注して

おり、期中の検収が見込まれる状況となっております。また、引き続き受注案件の高品質なサービス提供

に努めるほか、戦略的な収益事業の展開に向けて注力してまいります。ビジネスソリューション事業にお

きましては引き続きグループの収益基盤としてさらなる高収益体質に向けて、構造改革、提供品質とサー

ビスの向上を追及してまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループはＩＴ事業において、各種プロジェクトを推進するに際しての必要なシステムや、今後の

市場ニーズに合致した新技術に対しての研究開発を積極的に取り組んでおります。当中間連結会計期間の

研究開発費合計は9,039千円となっております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

    当中間連結会計期間において、ゼィープラス・マネジメント㈱と合併したため、以下の主要 

  な設備が提出会社に移転しております。 

 
 

  (2) 国内子会社 

    当中間連結会計期間において、㈱ピーアール・ライフの株式を取得し連結子会社としたこと 

  により、以下の設備が当社グループの主要な設備となりました。 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

    前連結会計年度末において計画中であったインフォレスト㈱の本社設備増設については、平 

  成17年６月に完了しました。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

    特記すべき重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

  

  

事業所名 

(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地 その他 合計(面積㎡)

社宅等 ― 福利厚生施
設等 3,588 ― 19,982 ― 23,571 ―

東京都新宿区 (27.60)

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内

容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地 その他 合計(面積㎡)

㈱ピーアー
ル・ライフ

本社 ＩＭＣ事
業 営業設備 38,820   1,842   ―     144 40,807     31

東京都台東
区

( ― )



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款の定めでは、次のとおりであります。 

 本会社の発行する株式の総数は150,000,000株とする。 

 ただし、株式を消却した場合は、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 55,622,620 55,622,620
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 55,622,620 55,622,620 ― ―

①取締役会決議日（平成17年１月31日）

中間会計期間末現在

（平成17年９月30日）

提出日の前月末現在

（平成17年11月30日）

新株予約権の数（個） 11,815（注）１、３ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,815,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 普通株式１株につき252.96（注）２ 同左

新株予約権の行使期間 平成17年５月６日から 

平成18年５月２日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円)

１株の発行価格    金272円 

１株の資本組入額   金136円

同左

新株予約権の行使の条件 新株予約権の払込日時点の取締役

または監査役たる本新株予約権者が

解任・辞任もしくは資格喪失によ

り、当社の取締役または監査役たる

地位を失ったときは、権利を行使す

ることができない。

その他の条件は、当社と新株予約

権の割り当てを受けたものとの間で

締結した「新株予約権付与契約」で

定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するものと

する。

同左



 
   当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または新設分割もしくは吸収分割を行う場合、払込金額を調整することがで

き、調整の結果生じる１株未満の端数は切り上げるものとする。 

   時価を下回る払込金額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を

発行する場合を除く）する場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生じる円未満小

数点第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。 

   なお、次の算式において、「既発行株式数」には、自己株式として保有する当社普通株式の数は含まない

ものとし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

株価」を「処分前の株価」に読み替えるものとする。 

 
３ 新株予約権の数と新株予約権の目的となる株式の数は退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じてお

ります。 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１株未満の端数は切り上げるものとする。 

 
   当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または新設分割もしくは吸収分割を行う場合、払込金額を調整することがで

き、調整の結果生じる１株未満の端数は切り上げるものとする。 

   時価を下回る払込金額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を

発行する場合を除く）する場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げるものとする。 

   なお、次の算式において、「既発行株式数」には、自己株式として保有する当社普通株式の数は含まない

ものとし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × １

分割または併合の比率

既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

②取締役会決議日（平成17年８月17日）

中間会計期間末現在

（平成17年９月30日）

提出日の前月末現在

（平成17年11月30日）

新株予約権の数（個） 2,312（注）１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,312,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 普通株式１株につき386（注）２ 同左

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から 

平成24年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円)

１株の発行価格    金386円 

１株の資本組入額   金193円

同左

新株予約権の行使の条件 新株予約権の払込日時点の取締役

または監査役たる本新株予約権者が

解任・辞任もしくは資格喪失によ

り、当社の取締役または監査役たる

地位を失ったときは、権利を行使す

ることができない。

その他の条件は、当社と新株予約

権の割り当てを受けたものとの間で

締結した「新株予約権付与契約」で

定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するものと

する。

同左

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割または併合の比率



株価」を「処分前の株価」に読み替えるものとする。 

 
  

 
  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１株未満の端数は切り上げるものとする。 

 
   当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または新設分割もしくは吸収分割を行う場合、払込金額を調整することがで

き、調整の結果生じる１株未満の端数は切り上げるものとする。 

   時価を下回る払込金額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を

発行する場合を除く）する場合、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

   なお、次の算式において、「既発行株式数」には、自己株式として保有する当社普通株式の数は含まない

ものとし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

株価」を「処分前の株価」に読み替えるものとする。 

 
３ 新株予約権の数と新株予約権の目的となる株式の数は退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じてお

ります。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

③取締役会決議日（平成17年８月29日）

中間会計期間末現在

（平成17年９月30日）

提出日の前月末現在

（平成17年11月30日）

新株予約権の数（個） 376（注）１、３ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 376,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 普通株式１株につき406（注）２ 同左

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から 

平成24年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

（円)

１株の発行価格    金406円 

１株の資本組入額   金203円

同左

新株予約権の行使の条件 新株予約権の払込日時点の取締役

または監査役たる本新株予約権者が

解任・辞任もしくは資格喪失によ

り、当社の取締役または監査役たる

地位を失ったときは、権利を行使す

ることができない。

その他の条件は、当社と新株予約

権の割り当てを受けたものとの間で

締結した「新株予約権付与契約」で

定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡については、

当社取締役会の承認を要するものと

する。

同左

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割または併合の比率

既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数



 
(注) 第１回新株予約権の行使によるものであります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注)  １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,102千株(議決権1,102

個)含まれております。 

     ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式273株が含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

 平成17年８月11日 
（注）

320,000 55,102,620 43,520 2,388,520 43,520 8,150,141

 平成17年９月12日 
（注）

520,000 55,622,620 70,720 2,459,240 70,720 8,220,861

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

MAC Corporate Governance 投資事業組合 
(業務執行組合員 ㈱Ｍ＆Ａコンサルティ
ング)

東京都港区六本木６－１０－１ 9,450 16.99

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 6,553 11.78

㈱ベルーナ 埼玉県上尾市宮本町４－２ 3,000 5.39

日興シティグループ証券㈱ 東京都港区赤坂５－２－２０ 2,434 4.38

恩田 英久 東京都練馬区中村北４－７－６－２０３ 1,706 3.07

㈱ライツコア 東京都港区虎ノ門４－３－１ 1,300 2.34

㈱ＥＩＧＥＮＶＥＣ 東京都港区港南２－１５－１ 1,000 1.80

大阪証券金融㈱ (業務口) 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 848 1.52

大和証券㈱ 東京都千代田区大手町２－６－４ 696 1.25

曾根 宏道 東京都北区西ケ原１－３０－１－４０６ 615 1.11

計 ― 27,602 49.62

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式      6,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 55,582,000             55,582 ―

単元未満株式 普通株式     34,620 ― ―

発行済株式総数           55,622,620 ― ―

総株主の議決権 ―             55,582 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第二部における最高・最低株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は次のと 

おりであります。 

(1) 退任役員 

 
  

(2) 役職の異動 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
セブンシーズホールディン
グス㈱

東京都新宿区神楽坂6-59 6,000 ― 6,000 0.01

計 ― 6,000 ― 6,000 0.01

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 349 317 350 391 424 422

最低(円) 282 253 279 311 335 323

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役(常勤) ― 池 田  紘 一 平成17年９月８日

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役 
（経営企画本部長） 
（管理本部長）

専務取締役 
（業務統括本部長）

藤 堂  裕 隆 平成17年11月１日

取締役 
（管理本部財務経理部長）

取締役 
（業務統括本部管理部長）

岩 渕    勲 平成17年11月１日

監査役(常勤) 監査役(非常勤) 藤 井  康 子 平成17年９月８日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

  

(3) 当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、太陽監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

  

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※2 8,306,012 10,857,663

 ２ 受取手形及び売掛金 5,338,299 6,237,198

 ３ 有価証券 901,566 ―

 ４ たな卸資産 527,257 457,936

 ５ 繰延税金資産 79,222 51,868

  ６ その他 563,303 198,023 

  ７ 返品債権特別勘定引当金 △320,730 △251,430 

  ８ 貸倒引当金 △53,978 △28,012 

   流動資産合計 15,340,954 68.0 17,523,249 81.3 

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物及び構築物 ※2 617,147 464,773

  (2) 機械装置及び運搬具 15,136 27,157

  (3) 土地 ※2 553,333 773,333

   (4) 建物仮勘定 ― 62,265 

   (5) その他 48,073 1,233,691 5.4 43,506 1,371,037 6.3 

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 1,136,725 823,404

  (2) その他 100,250 1,236,975 5.5 56,993 880,398 4.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2 3,124,796 587,247

   (2) 繰延税金資産 211,607 63,267 

   (3) 賃貸資産 ※2 1,036,903 749,373 

   (4) 破産更生債権等 106,965 86,040 

   (5) その他 ※2 413,109 414,384 

  (6) 貸倒引当金 △138,783 4,754,599 21.1 △117,861 1,782,452 8.3

   固定資産合計 7,225,265 32.0 4,033,887 18.7

   資産合計 22,566,219 100.0 21,557,137 100.0



 
  

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※2 3,768,220 3,787,739

 ２ 短期借入金 ※2 2,785,000 3,109,250

  ３ 一年以内返済予定の 
      長期借入金

※2  311,000 937,700 

  ４ 一年以内償還予定の社債 210,000 60,000 

  ５ 未払法人税等 343,561 105,519 

  ６ 賞与引当金 116,115 110,190 

  ７ 返品調整引当金 54,240 92,221 

  ８ 新株予約権 224,957 ― 

 ９ その他 ※2 613,561 718,062

   流動負債合計 8,426,656 37.4 8,920,682 41.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,190,000 350,000

 ２ 長期借入金 ※2 574,150 695,482

  ３ 退職給付引当金 487,983 258,920

 ４ 連結調整勘定 13,930 15,672

 ５ 新株予約権 ― 241,351

 ６ その他 84,528 50,425

   固定負債合計 2,350,592 10.4 1,611,851 7.5

   負債合計 10,777,249 47.8 10,532,534 48.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,380,822 6.1 935,577 4.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,459,240 10.9 2,345,000 10.9

Ⅱ 資本剰余金 8,132,554 36.0 8,018,314 37.2

Ⅲ 利益剰余金 △209,041 △0.9 △280,898 △1.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 27,417 0.1 7,628 0.0

Ⅴ 自己株式 △2,022 △0.0 △1,019 △0.0

   資本合計 10,408,148 46.1 10,089,025 46.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

22,566,219 100.0 21,557,137 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,415,011 100.0 18,298,009 100.0

Ⅱ 売上原価 6,895,690 81.9 14,268,354 78.0

   売上総利益 1,519,320 18.1 4,029,655 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 通信交通費 77,590 134,270

 ２ 運賃荷造費 156,910 254,228

 ３ 貸倒引当金繰入額 3,993 46,591

 ４ 役員報酬 109,255 233,236

 ５ 給与手当 583,468 1,137,220

  ６ 賞与 915 12,886

  ７ 賞与引当金繰入額 70,234 92,845

  ８ 福利厚生費 92,370 177,411

  ９ 退職給付引当金繰入額 12,476 32,414

  10 租税公課 30,082 47,335

  11 減価償却費 16,316 48,560

  12 支払手数料 123,117 270,310

  13 賃借料 89,785 212,428

  14 連結調整勘定償却 101,272 139,074

  15 その他 393,311 1,861,101 22.2  742,942 3,581,758 19.6  

   営業利益又は営業損失
（△）

△ 341,781 △ 4.1 447,896 2.4

 Ⅳ 営業外収益

  １ 受取利息 4,575 19,380

  ２ 受取配当金 6,960 6,973

  ３ 賃貸収入 32,590 88,034

  ４ 有価証券運用益 604,478 ―

  ５ 連結調整勘定償却 1,741 25,019

  ６ その他 11,507 661,852 7.9  18,453 157,862 0.9  

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 46,704 107,217

 ２ 賃貸費用 22,515 40,279

  ３ 持分法による投資損失 5,999 1,382

  ４ 新株発行費 108 51,868

 ５ 社債発行費 17,750 ―

 ６ その他 1,733 94,812 1.1 33,239 233,988 1.3

   経常利益 225,258 2.7 371,770 2.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 11,876

 ２ 固定資産売却益 ※1 ― 1,828

  ３ 貸倒引当金戻入 ―  69,878  

  ４ 子会社株式売却益 ―  118,241  

  ５ 営業譲渡益 ―  97,314  

 ６ 償却債権取立益 ― ― ― 5 299,144 1.6



 

Ⅶ 特別損失

  １ 固定資産売却損 ※2 ―  28,788

  ２ 固定資産処分損 ※3 3,022  52,364  

  ３ 投資有価証券評価損 ― 334,372  

  ４ 子会社株式売却損 14 ―

  ５ 貸倒引当金繰入額 ―  48,619  

  ６ 会員権評価損 ―  3,211  

 ７ 連結調整勘定償却 ― 551,589

  ８ 特別退職金 ―  46,574  

 ９ 本社移転費用 11,800 ―

  10 電波障害対策費用 5,830 20,667  0.3  ― 1,065,520  5.8  

   税金等調整前中間純利益 
   又は税金等調整前当期純 
   損失(△)

204,591 2.4 △ 394,604 △ 2.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

211,359 178,135

   法人税等調整額 △ 58,799 152,560 1.8 221,141 399,276 2.1

   少数株主利益又は 
   少数株主損失(△)

△ 19,825 △ 0.2 88,565 0.5

   中間純利益又は 
   当期純損失(△)

71,857 0.8 △ 882,446 △ 4.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,018,314 2,392,909

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １.増資による新株の発行 114,240 2,842,500

  ２.株式移転による増加高 ※ ―  2,757,131  

  ３.自己株式処分差益 ―  114,240  25,774 5,625,405  

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)
残高

8,132,554 8,018,314

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △ 280,898 693,120

Ⅱ 利益剰余金増加高

  中間純利益 71,857 71,857 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高

  １.配当金 ―  91,572 

 ２.当期純損失 ― ― 882,446 974,019

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)
残高

△ 209,041 △ 280,898



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度要約連結 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間純利益 
   又は税金等調整前当期純損失(△)

204,591 △394,604

 ２ 減価償却費 33,452 143,257

 ３ 連結調整勘定償却額 99,530 665,643

 ４ 貸倒引当金の増減額 22,255 △243,571

 ５ 返品債権特別勘定引当金の増減額 69,300 49,298

 ６ 投資損失引当金の増減額 ― △25,568

 ７ 賞与引当金の増減額 △3,773 △4,746

 ８ 返品調整引当金の増減額 △37,981 41,765

 ９ 退職給付引当金の増減額 △10,893 4,376

 10 受取利息及び受取配当金 △11,535 △26,354

 11 持分法投資損益 5,999 1,382

 12 賃貸収入 △32,590 △88,034

  13 有価証券運用益 △604,478      ―       

 14 支払利息(割賦原価を除く) 46,704 107,217

 15 賃貸費用 22,515 40,279

 16 為替差損益 △3,187 4,531

 17 その他営業外損益 11,115 50,250

 18 固定資産売却益 ― △1,828

 19 その他の特別利益 ― △227,438

 20 固定資産売却損 ― 28,788

 21 固定資産処分損 3,022 52,364

 22 投資有価証券評価損 ― 359,940

  23 その他の特別損失 17,644       ―       

 24 売上債権の増減額 1,298,540 571,447

 25 たな卸資産の増減額 △83,444 13,133

 26 仕入債務の増減額 △395,114 △1,095,140

 27 長期前払費用の増減額 △541 △38,749

 28 未払消費税等の増減額 △47,052 19,531

 29 その他 △293,445 △60,860

小計 310,636 △53,690

 30 利息及び配当金の受取額 16,156 25,654

 31 賃貸収入の受取額 35,817 84,550

 32 利息の支払額（割賦原価を除く） △46,101 △110,564

 33 賃貸費用の支払額 △3,810 △10,513

 34 法人税等の支払額又は還付額 △45,056 △96,462

営業活動によるキャッシュ・フロー 267,641 △161,025



 
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度要約連結 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入れによる支出 △607 △20,026

 ２ 定期預金の払戻しによる収入 ― 409

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △141,838 △93,645

 ４ 有形固定資産の売却による収入 ― 25,363

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △4,387 △17,501

 ６ 有価証券の取得による支出 △487,670 0

 ７ 有価証券の売却による収入 189,697 885

 ８ 投資有価証券の取得による支出 △2,383,472 △50,807

 ９ 投資有価証券の売却による収入 ― 36,444

 10 関係会社株式の取得による支出 △50 △291,277

 11 連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得 △53,996 △186,662

 12 連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却 △1,336 180,581

 13 営業譲渡による収入 ― 7,071,210

 14 貸付金による支出 △211,764 △95,014

 15 貸付金の回収による収入 52,092 256,729

 16 賃貸資産の売却による収入 ― 1,758

 17 その他の投資による支出 △25,273 △45,732

 18 その他の投資による収入 55,124 62,428

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,013,483 6,835,144

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 △1,074,250 △3,678,990

 ２ 長期借入れによる収入 ― 80,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △748,032 △4,005,215

 ４ 社債の発行による収入 982,250 ―

 ５ 社債の償還による支出 △10,000 △20,000

  ６ 株式の発行による収入 212,086        5,700,000

 ７ 新株予約権の発行による収入 ― 241,351

 ８ 自己株式の取得による支出 △1,003 △2,375

 ９ 自己株式の売却による収入 ― 82,849

 10 配当金の支払額 △203 △89,326

 11 その他の財務活動による支出 △1,159 △62,791

財務活動によるキャッシュ・フロー △640,311 △1,754,499

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3,187 △4,531

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △3,382,965 4,915,089

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,366,565 5,451,476

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 6,983,600 10,366,565



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数 ９社 

 主要な連結子会社の名称 

 インフォレスト㈱ 

 ㈱インターナショナル・ラグジュア 

 リー・メディア（旧会社名㈱セブン 

 シーズ・アンド・カンパニー） 

 ㈱ピーアール・ライフ 

 ㈱国連社 

 ㈱ザイオン 

 キャル㈱ 

 ㈱Ｘｅｎｌｏｎ（旧会社名㈱ディー 

 エス・インタラクティブ） 

 セブンシーズ・ビジネスソリューシ 

 ョン㈱（旧会社名ゼィープラス㈱） 

 セブンシーズ・アセット・マネジメ 

 ント㈱（旧会社名ゼィープラス・ア 

 セット・マネジメント㈱） 

 ㈱ダイエープリントセンターは、平

成17年5月31日付の同社株式の売却に

より子会社でなくなったため、連結の

範囲から除外しております。 

 ゼィープラス・マネジメント㈱は、

平成17年４月１日付にて当社を存続会

社とする吸収合併により同日付にて解

散しております。 

 ㈱ピーアール・ライフは平成17年９

月26日付の株式の取得により子会社と

なり、連結の範囲に含めております。

(1) 連結子会社の数 10社

主要な連結子会社の名称

ゼィープラス・マネジメント㈱ (旧

会社名ゼィープラス㈱)

ゼィープラス㈱

ゼィープラス・アセット・マネジメ

ント㈱(旧会社名㈱ダイエープリン

トセンター)

㈱国連社

㈱ザイオン

キャル㈱

㈱ディーエス・インタラクティブ

インフォレスト㈱

㈱センシーズ・アンド・カンパニー

㈱ダイエープリントセンター

 ㈱ザイオンは、平成16年４月１日付

の株式の取得及び平成16年４月20日付

の第三者割当増資の引受けにより子会

社となり、同社子会社である㈱ディー

エス・インタラクティブとともに連結

の範囲に含めております。

 ㈱国連社は、平成16年10月１日付の

株式の取得及び平成16年10月16日付の

第三者割当増資の引受けにより子会社

となり、連結の範囲に含めておりま

す。

 ゼィープラス・マネジメント㈱は、

平成16年10月１日付の株式移転によ

り、当社の完全子会社となり、連結の

範囲に含めております。

 ゼィープラス㈱及び㈱ダイエープリ

ントセンターは、平成17年２月１日付

の会社分割により当社の完全子会社と

して新設され、連結の範囲に含めてお

ります。

 ㈱パナッシュは、平成16年12月13日

付の同社株式の売却により子会社でな

くなっており、損益計算書のみを使用

しております。



 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社の名称 

 ㈱大東通信社

㈱大東通信社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、中間純損益

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から除外してお

ります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社の名称 

 ㈱大東通信社

㈱大東通信社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

め連結の範囲から除外しておりま

す。

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数 １

社

 主要な会社等の名称

  ㈱カラット

(1) 持分法を適用した関連会社数 １

社

 主要な会社等の名称

  ㈱カラット

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

非連結子会社 ㈱大東通信社

関連会社   ㈱自遊人倶楽部

㈱大東通信社及び㈱自遊人倶楽部

は中間純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

非連結子会社 ㈱大東通信社

関連会社   ㈱自遊人倶楽部

㈱大東通信社及び㈱自遊人倶楽部

は当期純損失及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。

３ 連結子会社の中間決算日

(事業年度)等に関する事

項

 連結子会社のうち、キャル㈱の決算

日は12月31日であり、中間連結財務諸

表の作成に当たっては、中間連結決算

日現在に実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち㈱ザイオン及び㈱

Ｘｅｎｌｏｎの中間決算日は８月31日

であり、中間連結財務諸表の作成に当

たっては、当該各社の中間連結決算日

における中間財務諸表を使用しており

ます。 

 連結子会社のうち、キャル㈱は決算

日を12月31日に変更しており、連結財

務諸表の作成に当たっては、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち、㈱ザイオン及び

㈱ディーエス・インタラクティブの決

算日は2月末日であり、連結財務諸表

の作成に当たっては、当該各社の決算

日における財務諸表を使用しておりま

す。 

 なお、㈱パナッシュの決算日は12月

31日であり連結財務諸表の作成にあた

っては当該決算日における損益計算書

を使用しております。



 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 株式移転に伴う資本連結

手続に関する事項

――――――――  ゼィープラス・マネジメント㈱（旧

会社名 ゼィープラス㈱）は、平成16

年10月１日に株式移転により完全親会

社たるゼィープラスホールディングス

㈱(当社)を設立しました。 

 この株式移転に関する資本連結手続

は、「株式交換及び株式移転制度を利

用して完全親子会社関係を創設する場

合の資本連結手続」(日本公認会計士

協会会計制度委員会研究報告第6号)に

準拠しています。資本連結にあたって

は、この株式移転が親子会社間で行わ

れたことにより、企業結合に該当しな

い取引でありますので、持分プーリン

グ法に準じた処理を行っています。

５ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①  有価証券 

      売買目的有価証券
        時価法(売却原価は移動平均 
        法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①  有価証券

           ―――― 
 
 

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によってお

ります。

時価のないもの

同 左

  ②  デリバティブ取引 時価法
  ③  たな卸資産

 ②  デリバティブ取引 同 左 
  ③  たな卸資産

    製品、商品  主として総平
            均法に基づく 
            原価法

  製品、商品   同 左 

    仕掛品    主として個別
            法に基づく原 
            価法

  仕掛品     同 左 

原材料、貯蔵品 主として最終

仕入原価法

原材料、貯蔵品 同 左 



 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①  有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①  有形固定資産 同 左

同 左

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年 

機械装置及び運搬具 

        ２年～15年

   同 左

  ② 無形固定資産 定額法 ② 無形固定資産 同 左

営業権 

商法に規定する最長期間(５ 

 年間)の均等償却

営業権 

 同 左

ソフトウェア(市場販売目的) 

 見込販売数量に基づく償却  

 方法または残存有効期間（ 

 ３年以内)に基づく定額法

ソフトウェア(市場販売目的) 

 同 左

ソフトウェア(自社利用分) 

 社内における利用可能期間 

 (５年)に基づく定額法

ソフトウェア(自社利用分) 

 同 左

 ③ 投資その他の資産

長期前払費用 定額法

賃貸資産   定率法

     建物については定額法

 なお、主な耐用年数は以下の 

 とおりであります。

建物及び構築物 10年～31年

機械装置及び運搬具

５年～10年

（3） 重要な繰延資産の処理方法
   ①        ―――― 
 
 
   ②  新株発行費 
    支出時に全額費用処理してお 
    ります。 
   ③  社債発行費 
    支出時に全額費用処理してお 
    ります。

 ③ 投資その他の資産

長期前払費用 同 左

賃貸資産   同 左

 同 左

 同 左

 

 

 

（3） 重要な繰延資産の処理方法
①  創立費
    支出時に全額費用処理してお 
    ります。 
  ②  新株発行費 
    同 左 
 
  ③     ――――    
 

(4) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。

(4) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

同 左

② 賞与引当金

従業員賞与の支払に備えるた

め、支給見込額基準に基づき計

上しております。

② 賞与引当金

同 左



 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

④ 返品調整引当金

製品(書籍等)の返品による損失

に備えるため、書籍等の出版事

業に係わる売掛金残高に一定期

間の返品率及び売買利益率を乗

じた額を計上しております。

④ 返品調整引当金

同 左

⑤ 返品債権特別勘定引当金

製品(雑誌)の返品による貸倒損

失に備えるため、雑誌(定期刊

行物)の出版事業に係わる売掛

金残高に一定期間の返品率を乗

じた額を計上しております。

⑤ 返品債権特別勘定引当金

同 左

(5)      ――――

 

(5) 割賦販売取引の売上高及び売上原

価の計上方法

 割賦斡旋販売(割賦斡旋)

割賦販売に係わる債権総額から

金利相当額を控除した金額を実

行時に割賦債権として計上し、

支払期日到来基準により売上高

(金利相当額)及びそれに対応す

る割賦原価を計上しておりま

す。

(6) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が貸主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係わる方

法に準じた会計処理によっており

ます。

(6) 重要なリース取引の処理方法

同 左

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 (7) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法
    繰延ヘッジ処理によっておりま 
    す。

① ヘッジ会計の方法 
    同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象取引 ② ヘッジ手段とヘッジ対象取引

      ヘッジ手段
         金利スワップ取引、金利キャ 
         ップ取引

    ヘッジ手段
         同 左 

         ヘッジ対象  
         特定借入金の支払金利

        ヘッジ対象
         同 左 



 
  

（会計処理の変更） 

  

 
（追加情報） 

  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

③ ヘッジ方針

変動金利借入に対する市場金利

上昇のリスクを回避する目的と

して金利スワップ取引及び金利

キャップ取引を行っており、短

期的な売買目的や投機目的のた

めに単独でデリバティブ取引を

利用することは行わない方針で

あります。

③ ヘッジ方針

同 左

④ ヘッジ有効性の評価方法

ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を

比較して有効性を判定しており

ます。

④ ヘッジ有効性の評価方法

同 左

(8) 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

(8) 消費税及び地方消費税の会計処理

同 左

６ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

  同 左

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

           ―――― 

 

 

 

 

 

 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

           ―――― （法人事業税の外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税が導入

されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が22,392千円増加し、

営業利益及び経常利益はそれぞれ同額減少しており、税

金等調整前当期純損失は同額増加しております。



  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

※１ 減価償却累計額 

   有形固定資産から控除した減価償却累計額は 

   256,788千円であります。

※１ 減価償却累計額 

   有形固定資産から控除した減価償却累計額は 

   693,577千円であります。

※２ 担保に供している資産 

    現金及び預金        949,567千円 

    建物及び構築物       335,616千円 

    土地            533,351千円 

    投資有価証券        142,730千円 

    賃貸資産          701,299千円 

    投資その他の          1,866千円 

    資産のその他 

   担保資産の対象となる債務 

    支払手形及び買掛金    1,035,900千円 

    短期借入金        1,740,000千円 

    一年以内返済予定      248,800千円 

    の長期借入金 

    流動負債のその他         7千円 

    長期借入金         520,600千円

※２ 担保に供している資産 

    現金及び預金        298,344千円 

    建物及び構築物       335,810千円 

    土地            575,351千円 

    投資有価証券        116,935千円 

    賃貸資産          714,803千円 

    投資その他の          1,866千円 

    資産のその他 

   担保資産の対象となる債務 

    支払手形及び買掛金     602,715千円 

    短期借入金        2,156,250千円 

      一年以内返済予定         557,800千円 

        の長期借入金 

    流動負債のその他        11千円 

        長期借入金         921,100千円

 ３ 下記連結会社以外の会社のリース契約における支払 

  に対して次のとおり保証を行っております。 

   ㈱イシイコーポレーション    1,355千円

 ３ 下記連結会社以外の会社のリース契約における支払 

  に対して次のとおり保証を行っております。 

   ㈱イシイコーポレーション    3,496千円

 ４ 当座貸越契約 

  当座貸越契約に係る貸出未実行残高は次のとおり 

  であります。 

   当座貸越極度額       320,000千円 

   貸出実行残高          200,000千円 

     差引額            120,000千円 

   なお、上記当座貸越契約においては、信用状 

   態等に関する審査を貸出実行の条件としてい 

   るものが含まれているため、必ずしも全額が 

   実行されるものではありません。

 ４        ―――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

（中間連結剰余金計算書関係） 

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１      ――――― ※１ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 機械及び装置         28千円 

 車両運搬具         1,180千円 

 ゴルフ会員権         619千円 

   合計           1,828千円

 ※２      ――――― ※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 賃貸資産（機械及び装置）1,278千円 

 賃貸資産（建物）       42千円 

 土地           26,911千円 

 電話加入権          555千円 

    合計        28,788千円 

※３ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。

    工具器具備品      3,022千円

※３ 固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

 建物及び構築物      10,530千円 

 工具器具備品       1,334千円 

 ソフトウェア      40,499千円 

   合計         52,364千円 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

          ――――― 
 
 

 ※ 株式移転による増加高は、ゼィープラス・マネジ  

    メント㈱（旧会社名：ゼィープラス㈱）の資本金 

    とゼィープラスホールディングス㈱の資本金との 

  差額振替であります。



次へ 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸 

  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金勘定        8,306,012千円 

   預入期間が３ヶ月超の定期預金△1,322,411千円 

   現金及び現金同等物       6,983,600千円 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

  に掲記されている科目の金額との関係  

現金及び預金勘定             10,857,663千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金  △491,983千円

有価証券（公社債投信）              885千円

現金及び現金同等物           10,366,565千円

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

機械装置 
及び 
運搬具 
(千円)

その他 
(工具器具 
備品) 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額相当額 6,473 200,323 206,796

減価償却累計額相当額 3,458 91,603 95,062

中間期末残高相当額 3,014 108,719 111,733

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械装置
及び 
運搬具 
(千円)

その他 
(工具器具 
備品) 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額相当額 13,064 187,618 200,682

減価償却累計額相当額 3,006 71,887 74,893

期末残高相当額 10,057 115,730 125,788

② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 38,897千円

１年超 75,398千円

合計 114,296千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 44,587千円

１年超 83,201千円

合計 127,788千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 22,181千円

減価償却費相当額 20,770千円

支払利息相当額 1,733千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 36,404千円

減価償却費相当額 32,929千円

支払利息相当額 3,111千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
 る定額法によっております。  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の
 差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ 
 いては、利息法によっております。

 

利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２ その他有価証券で時価のあるものについては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 時価評価されていない主な有価証券については、中間連結会計期間末における実質価額が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には全て減損処理を行っております。 

  

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

① 株式 212,090 336,736 124,645

② 債券

国債・地方債等 9,720 10,906 1,186

③ その他 ― ― ―

計 221,810 347,642 125,831

中間連結貸借対照表計上額(千円)

 その他有価証券

 非上場株式 368,472

 非上場社債 250,000

 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 2,127,889

計 2,746,362



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) １ 表中の「連結貸借対照表計上額」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の減損処理については、当連結会計年度においては投資有価証券評価損

334,372千円を計上しております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行っております。 

  

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

① 株式 86,582 138,083 51,500

② 債券

国債・地方債 9,720 11,150 1,430

③ その他 ― ― ―

計 96,302 149,233 52,930

連結貸借対照表計上額(千円)

 その他有価証券

 非上場株式 351,222

  投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 50,000  

計 401,222



(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

(金利関連) 

  

 
(注) １ （ ）内の金額は中間連結貸借対照表の長期前払費用に計上したキャップ料であります。 

２ 時価の算定方法は、取引相手先金融機関から提示された価格によっております。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

(金利関連) 

  

 
(注) １ （ ）内の金額は連結貸借対照表の長期前払費用に計上したキャップ料であります。 

２ 時価の算定方法は、取引相手先金融機関から提示された価格によっております。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。 

  

区分 種類

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

契約額等(千円)
契約額等のうち
１年超(千円)

時価(千円) 評価損益(千円)

市場取引以外の取引

金利スワップ取引
 変動受取・固定支払 300,000 300,000 △2,651 2,451

金利キャップ取引

買建 1,200,000 1,200,000 3,178 △2,910
(6,088) (6,088)

合計 1,300,000 1,300,000 526 △458

区分 種類

前連結会計年度末(平成17年３月31日)

契約額等(千円)
契約額等のうち
１年超(千円)

時価(千円) 評価損益(千円)

市場取引以外の取引

金利スワップ取引
 変動受取・固定支払 200,000 200,000 △1,676 1,651

金利キャップ取引

買建 1,000,000 1,000,000 1,726 △3,070
(4,796) (4,796)

合計 1,200,000 1,200,000 49 △1,418



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 ２ 各区分に属する主な事業内容     

 
なお、ファイナンス事業については、平成16年10月１日の取締役会決議に基づき、経営のより一層の効

率化と経営資源の有効活用並びに財務バランスの効率化を目的とし、平成16年11月１日に営業譲渡を行

い、同事業から撤退しております。 

印刷事業については、平成17年5月20日の取締役会決議に基づき、平成17年5月31日をもって株式会社ダ

イエープリントセンターを売却し、同事業から撤退しております。 

    ３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間は  

 71,127千円であり、その主なものは当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

メディア 
コンテンツ 
事業 
(千円)

ＩＭＣ 
事業 
(千円)

ＩＴ 
事業 
(千円)

ビジネス
ソリューシ
ョン
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

  売上高及び
営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,260,973 5,091,703 921,386 140,948 8,415,011 ― 8,415,011

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

11,600 3,600 5,222 117,900 138,322 (138,322） ―

計 2,272,573 5,095,303 926,609 258,848 8,553,333 (138,322） 8,415,011

営業費用 2,393,579 5,266,042 928,894 235,470 8,823,987 (67,195） 8,756,792

営業利益又は営業
損失(△)

△121,006 △170,739 △2,285 23,378 △270,654 (71,127） △341,781

(1) メディアコンテンツ事業 出版物の制作・販売

(2) ＩＭＣ事業 ＳＰ、マーケティングコミュニケーション

(3) ＩＴ事業 システム開発等

(4) ビジネスソリューション事業 ＩＳＯ認証取得支援、企業の経営支援等



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   なお、前連結会計年度において、㈱国連社の株式を取得し連結子会社としたことによりＩＭＣ事業を開始

しております。 

 ２ 各区分に属する主な事業内容     

 
なお、ファイナンス事業については、平成16年10月１日の取締役会決議に基づき、経営のより一層の効

率化と経営資源の有効活用並びに財務バランスの効率化を目的とし、平成16年11月１日に営業譲渡を行

い、同事業から撤退しております。 

印刷事業については、平成17年5月20日の取締役会決議に基づき、平成17年5月31日をもって株式会社ダ

イエープリントセンターを売却し、同事業から撤退しております。 

   ３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度は59,770

千円であり、その主なものは当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

メディア 
コンテンツ 
事業 
(千円)

ＩＭＣ 
事業 
(千円)

ＩＴ 
事業 
(千円)

ビジネス
ソリューシ
ョン
事業
(千円)

ファイ
ナンス事業
(千円)

印刷事業
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

  売上高及び
営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,934,063 6,574,559 4,667,484 184,198 490,046 1,447,656 18,298,009 ― 18,298,009

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,762 8,000 5,747 200,835 ― 1,559,289 1,775,635 (1,775,635) ―

計 4,935,826 6,582,559 4,673,232 385,034 490,046 3,006,945 20,073,644 (1,775,635) 18,298,009

営業費用 4,871,259 6,511,864 4,456,425 312,333 354,119 3,059,974 19,565,977 (1,715,864) 17,850,112

営業利益又は営業
損失(△)

64,566 70,695 216,807 72,700 135,927 △53,028 507,667 (59,770) 447,896

(1) メディアコンテンツ事業
（出版（メディア）事業）

出版物の制作・販売

(2) ＩＭＣ事業 ＳＰ、マーケティングコミュニケーション

(3) ＩＴ事業
（情報システム（ＩＴ）事業）

システム開発等

(4) ビジネスソリューション事業
（教育コンサルティング事業）

ＩＳＯ認証取得支援、企業の経営支援等

(5) ファイナンス事業 教育教材等の割賦購入斡旋

(6) 印刷事業 商業印刷、出版印刷



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外子会社及び在外支店がないため、開示を行っておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

在外子会社及び在外支店がないため、開示を行っておりません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 187円14銭 １株当たり純資産額 184円18銭

１株当たり中間純利益 1円31銭 １株当たり当期純損失 21円62銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

1円24銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間純利益 71,857千円 当期純損失 882,446千円

普通株主に帰属しない金額 ― 普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る中間純利益 71,857千円 普通株式に係る当期純損失 882,446千円

普通株式の期中平均株式数 54,949千株 普通株式の期中平均株式数 40,814千株

 中間純利益調整額 ―千円 ――――――――

 普通株式増加数 
 (内訳)第１回新株予約権 840千株

――――――――

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間純利益
の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

第2-2回新株予約権376
個（1個につき1,000

株）

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

―



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（㈱リンクス及び㈱マーケットフォーカスの株式取得に

関する事項） 

 当社は、平成17年11月28日の取締役会において、マー

ケットリサーチ事業分野への進出基盤の構築を目的とし

て、㈱リンクス及び㈱マーケットフォーカスの株式取得

を決議し、同日付に両社株式の全額を取得し、完全子会

社化しております。 

取得した子会社の名称 

１ 名称    ㈱リンクス 

  資本金    30,000千円 

  事業の内容 市場調査の企画・実施及び分析・研究 

２ 名称    ㈱マーケットフォーカス 

  資本金    10,000千円 

  事業の内容 調査、会場調査業務 

        インタビュー用施設の時間貸し業務 

３ 株式取得の状況 

 (1) ㈱リンクス 

    株式取得の相手先 佐藤信行 

    取得株数     普通株式600株 

    取得価額     486,000千円 

            （1株につき810,000円） 

    取得後の議決権比率  100.0% 

 (2) ㈱マーケットフォーカス 

  ① 株式取得の相手先 佐藤信行 

    取得株数      普通株式159株 

    取得価額      11,130千円 

             （1株につき 70,000円） 

  ② 株式取得の相手先 サトウキャンデスケイ 

    取得株数      普通株式41株 

    取得価額      2,870千円 

             （1株につき 70,000円） 

  ③ 取得後の議決権比率  100.0%

（㈱ダイエープリントセンターの株式売却に関する事

項）

 当社は、平成17年５月20日開催の取締役会において、

当社の連結子会社である㈱ダイエープリントセンターの

株式を売却することを決議し、平成17年５月31日に保有

する全株式を売却しております。

１ その旨及び目的

 グループの主軸事業への効率的な経営資源投入の

ため、株式を売却いたしました。

２ 売却相手先

   小峯 崇城氏

３ 売却時期 平成17年５月31日

４ 売却子会社の名称、事業内容及び取引内容

商号    ㈱ダイエープリントセンター

事業の内容 印刷事業

取引内容  当社が業務委託契約にて業務を受託

しております。

５ 売却株式数、売却価額、売却損益及び売却後の持分

比率

   売却株数        200株

   売却価額     12,700千円

   売却益         8千円

   売却後の持分比率       －%

（資本準備金の減少に関する事項） 

 当社は、平成17年12月12日の取締役会において、

平成18年２月14日に臨時株主総会を開催し、次のと

おり資本 準備金の減少について付議することを決

議いたしました。 

１ 目的 今後の資本政策上の機動性及び柔軟性 

   を確保するために行うものであります。 

２ 減少する資本準備金の額 7,606,051千円 

３ 日程 

 取締役会決議    平成17年12月12日 

 臨時株主総会決議  平成18年２月14日（予定） 

 債権者異議申述期間満了 

            平成18年３月15日（予定） 

 資本準備金取崩しの効力発生日 

           平成18年３月16日（予定）

―――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,318,497 4,560,995

 ２ 売掛金 29,925 ―

 ３ 有価証券 397,440 ―

 ４ 短期貸付金 1,452,759 ―

 ５ 繰延税金資産 26,682 ―

 ６ その他 12,505 31,982

 ７ 貸倒引当金 △8,908 △167

   流動資産合計 5,228,901 40.3 4,592,811 37.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1)  建物 3,488 ―

  (2)  土地 19,982 ―

  (3)  その他 631 862

   有形固定資産合計 24,102 0.2 862 0.0

 ２ 無形固定資産

  (1)  ソフトウェア 3,163  ―  

  (2)  その他 356  71  

   無形固定資産合計 3,520  0.0  71  0.0  

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,652,020 50,000

   (2) 関係会社株式 4,314,376 7,628,358  

   (3) 賃貸資産 ※２ 736,408 ―  

   (4) その他 35,545 400 

  (5) 貸倒引当金 △31,532 ―

   投資その他の資産合計 7,706,818 59.5 7,678,758 62.6

   固定資産合計 7,734,441 59.7 7,679,692 62.6

   資産合計 12,963,342 100.0 12,272,503 100.0



   

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 950,000 1,596,000
 ２ 一年以内返済予定の 
   長期借入金 ※２ 164,800 ―

 ３ 一年以内償還予定の社債 160,000 ―

 ４ 未払法人税等 115,420 4,860

 ５ 賞与引当金 3,600 4,640

  ６ 新株予約権 224,957 ―

  ７ その他 26,982 14,376  

   流動負債合計 1,645,760 12.7 1,619,876 13.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 57,600 ―

 ２ 社債 440,000 ―

 ３ 退職給付引当金 1,175 2,433

 ４ 新株予約権 ― 241,351

 ５ その他 20,734 ―

   固定負債合計 519,509 4.0 243,784 2.0

   負債合計 2,165,270 16.7 1,863,661 15.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,459,240 19.0 2,345,000 19.1

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 8,220,861 8,106,621

   資本剰余金合計 8,220,861 63.4 8,106,621 66.0

Ⅲ 利益剰余金

   中間未処分利益又は 
   当期未処理損失（△） 119,350 △41,760

   利益剰余金合計 119,350 0.9 △41,760 △0.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 641 0.0 ―

Ⅴ 自己株式 △2,022 △0.0 △1,019 △0.0

   資本合計 10,798,072 83.3 10,408,841 84.8

   負債及び資本合計 12,963,342 100.0 12,272,503 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 123,600 100.0 143,800 100.0

  売上総利益 123,600 100.0 143,800 100.0

Ⅱ 販売費及び一般管理費 160,271 129.7 128,322 89.2

   営業利益又は営業損失(△) △36,671 △29.7 15,477   10.8 

Ⅲ 営業外収益 ※１ 340,617 275.6 4 0.0

Ⅳ 営業外費用 ※２ 35,909 29.1 56,235 39.1

  経常利益又は経常損失(△) 268,035 216.9 △40,754 △28.3

Ⅴ 特別利益 ※３ 2,700 2.2 ― ―

Ⅵ 特別損失 ※４ ― ― 531 0.4
    税引前中間純利益又は税引 
    前当期純損失（△）

270,735 219.0 △41,285 △28.7

  法人税、住民税及び事業税 104,199 475

   法人税等調整額  △27,159 77,039  62.3 ― 475 0.3 

     中間純利益又は 
   当期純損失（△）

193,696  156.7 △41,760 △29.0 

   前期繰越損失 41,760  ― 
     合併による子会社株式 
     償却損

32,584  ― 

     中間未処分利益又は 
     当期未処理損失（△）

119,350  △41,760 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券 

売買目的有価証券 

  時価法（売却原価は移動平均法 

   により算定）     

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間会計期間末日の市場価格  

   等に基づく時価法（評価差額  

   は、全部資本直入法により処 

   理し、売却原価は移動平均法 

   により算定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

(1) 有価証券 

      ――――― 

 

  

 その他有価証券

  時価のあるもの    

      ――――― 

 

 

 

 

  時価のないもの 

   同 左

なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によってお

ります。

同 左 

  子会社株式及び関連会社株式
   移動平均法による原価法

 子会社株式及び関連会社株式 
   同 左

(2) デリバティブ取引  時価法 (2)     ―――――

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産  定率法 

  なお、主な耐用年数は以下のと  

  おりであります。 

  建物     ３年～40年 

  工具器具備品 ５年～15年

(1) 有形固定資産  同 左 

  なお、主な耐用年数は以下のと  

  おりであります。 

  工具器具備品   ４年 

(2) 無形固定資産 

   ソフトウェア（自社利用分） 

   社内における利用可能期間 (5 

   年）に基づく定額法

(2)     ―――――

(3) 投資その他の資産 

   賃貸資産   定率法 

   建物については定額法 

    なお、主な耐用年数は以下の

    とおりであります。 

   建物及び構築物 10年～31年 

   機械装置及び運搬具５年～10年

(3)     ―――――

３ 繰延資産の処理方法 (1)     ――――― (1) 創立費 

  支出時に全額費用処理しており 

  ます。

(2) 新株発行費 

  支出時に全額費用処理しており 

  ます。

(2) 新株発行費 

  同 左 

 

(3) 社債発行費 

  支出時に全額費用処理しており 

  ます。

(3)     ―――――

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について貸



 
(会計処理の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

倒実績率により、計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備え、

支給見込額基準により計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同 左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生すると認めら

れる額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末にお

いて発生すると認められる額を計

上しております。

５ リース取引の処理方法 

 

 

 

６ ヘッジ会計の処理 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま 

  す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象取引 

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

  ヘッジ対象…特定借入金の支払 

        金利

(3) ヘッジ方針 

  変動金利借入に対する市場金利 

  上昇のリスクを回避する目的と 

  して金利スワップ取引を行って 

  おり、短期的な売買目的や投機 

  目的のために単独でデリバティ 

  ブ取引を利用することは行わな 

  い方針であります。

(4) ヘッジ有効性の評価の方法 

  ヘッジ手段の変動額の累計額と 

  ヘッジ対象の変動額の累計額を 

  比較して有効性を判定しており 

  ます。

 同 左 

 

 

 

      ――――― 

７ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理 

 同 左

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基 

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）） 

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31日）を 

適用しております。これによる損益に与える影響はあ 

りません。

         ――――― 

当中間会計期間 前事業年度



 
  

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

 前事業年度において、当社の設立母体であるゼィー 

プラス㈱の表示方法を継続し「未収入金」として表示 

しておりました経営指導料収益の営業債権は、持株会 

社体制における当該収益の意義に重要性が増したこと 

から、当中間会計期間末より「売掛金」として表示し 

ております。 

  なお、前事業年度の要約貸借対照表の流動資産「その

他」に含まれる「未収入金」は28,980千円であります。

         ――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１ 減価償却累計額 

   有形固定資産から控除した減価償却累計額は 

   4,350千円であります。

※１ 減価償却累計額 

      有形固定資産から控除した減価償却累計額は 

      315千円であります。

※２ 担保に供している資産 

    賃貸資産          701,299千円 

   担保資産の対象となる債務 

    一年以内返済予定の     164,800千円 

    長期借入金 

    長期借入金          57,600千円

※２       ――――――

 ３ 保証債務 

   下記関係会社の金融機関からの借入金に対して 

   次のとおり保証を行っております。 

    ㈱国連社         1,220,000千円 

     セブンシーズ・アセット・マネジメント㈱  

                  115,750千円 

   下記関係会社以外の会社のリース契約における 

   支払に対して次のとおり保証を行っておりま 

   す。 

    ㈱イシイコーポレーション   1,355千円

  ３ 保証債務 

      下記関係会社の金融機関からの借入金に対して 

      次のとおり保証を行っております。 

       ㈱国連社        1,945,300千円

 ４ 当座貸越契約 

   当座貸越契約に係る貸出未実行残高は次のとお 

   りであります。 

    当座貸越極度額       1,440,000千円 

    貸出実行残高         1,430,000千円 

      差引額               10,000千円 

   なお、上記当座貸越契約においては、信用状態 

   等に関する審査を貸出実行の条件としているも 

   のが含まれているため、必ずしも全額が実行さ 

   れるものではありません。

 ４       ――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 

  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目は次のとおりでありま 

   す。 

    受取利息及び受取配当金   22,789千円 

    賃貸収入          19,172千円 

    有価証券運用益       298,080千円

※１        ―――――

※２ 営業外費用の主要項目は次のとおりでありま 

   す。 

    支払利息          13,112千円 

    賃貸費用          16,165千円 

    新株予約権発行費       1,051千円 

    社債発行費          5,250千円

※２ 営業外費用の主要項目は次のとおりでありま 

    す。 

    支払利息          12,038千円 

       創立費           11,818千円 

    新株発行費         21,455千円 

    新株予約権発行費      10,922千円

※３ 特別利益の主要項目は次のとおりであります。 

     子会社株式売却益        2,700千円

※３        ―――――

※４        ――――― ※４ 特別損失の主要項目は次のとおりであります。 

    固定資産処分損         531千円 

    固定資産処分損の内容は次のとおりでありま 

    す。 

    建物              531千円

 ５ 減価償却実施額 

    有形固定資産          231千円 

    無形固定資産          166千円

 ５        ―――――



(リース取引関係) 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度末（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(有価証券関係) 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  
  中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
  

  

区  分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時 価
(千円)

差 額 
(千円)

子会社株式  1,453,100 3,867,600  2,414,500  

小  計 1,453,100 3,867,600 2,414,500



(重要な後発事象) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

（㈱リンクス及び㈱マーケットフォーカスの株式取得に

関する事項） 

 当社は、平成17年11月28日の取締役会において、マー

ケットリサーチ事業分野への進出基盤の構築を目的とし

て、㈱リンクス及び㈱マーケットフォーカスの株式取得

を決議し、同日付に両社株式の全額を取得し、完全子会

社化しております。 

取得した子会社の名称 

１ 名称    ㈱リンクス 

  資本金    30,000千円 

  事業の内容 市場調査の企画・実施及び分析・研究 

２ 名称    ㈱マーケットフォーカス 

  資本金    10,000千円 

  事業の内容 調査、会場調査業務 

        インタビュー用施設の時間貸し業務 

３ 株式取得の状況 

 (1) ㈱リンクス 

    株式取得の相手先 佐藤信行 

    取得株数     普通株式600株 

    取得価額     486,000千円 

                        （1株につき810,000円） 

    取得後の議決権比率  100.0% 

 (2) ㈱マーケットフォーカス 

  ① 株式取得の相手先  佐藤信行 

    取得株数      普通株式159株 

    取得価額      11,130千円 

                        （1株につき 70,000円） 

  ② 株式取得の相手先  サトウキャンデスケイ 

    取得株数      普通株式41株 

    取得価額      2,870千円 

                        （1株につき 70,000円） 

  ③ 取得後の議決権比率  100.0%

（連結子会社との合併）

 平成17年２月18日開催の取締役会決議により合併期日

である平成17年4月1日付において、当社はゼィープラ

ス・マネジメント㈱を吸収合併し、同日付において同社

は解散しております。

１ 当該合併の相手会社の名称、住所、代表者の氏名、

 資本金及び事業の内容

名称      ゼィープラス・マネジメント㈱

住所      東京都新宿区神楽坂六丁目59番

代表者の氏名  代表取締役社長 恩田 英久

資本金     3,257,131千円

事業の内容   他の会社の株式又は持分を取得保有

し、当該株式又は持分の株主又は役

員としての権利を行使すること。

２ 当該合併の目的

 ゼィープラス・マネジメント㈱をゼィープラスホー

ルディングス㈱が吸収合併することにより、純粋持株

会社の下、メディア事業、ＩＭＣエージェンシー事

業、ＩＴ事業、教育コンサルティング事業、新規事業

の事業軸で事業が集約・整理される抜本的事業再編が

実現します。

３ 当該合併の方法

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、本合併は商

法第413条3第１項の規定により、当社の株主総会の承

認を得ないで行うものであります。

４ 財産の引継

 合併期日においてゼィープラス・マネジメント㈱の

資産、負債及び権利義務の一切を引き継いでおりま

す。なお、ゼィープラス・マネジメント㈱の平成17年

３月31日現在の財政状態は (3)その他 ２財務諸表①

貸借対照表に記載しております。

（資本準備金の減少に関する事項）
 当社は、平成17年12月12日の取締役会において、平

成18年２月14日に臨時株主総会を開催し、次のとおり

資本準備金の減少について付議することを決議いたし

ました。 

１ 目的   

  今後の資本政策上の機動性及び柔軟性を確保する 

  めに行うものであります。 

２ 減少する資本準備金の額 7,606,051千円 

３ 日程 

   取締役会決議   平成17年12月12日 

   臨時株主総会決議 平成18年２月14日（予定） 

    債権者異議申述期間満了 

            平成18年３月15日（予定） 

    資本準備金取崩しの効力発生日 

            平成18年３月16日（予定） 

（㈱ダイエープリントセンターの株式売却に関する事

項）

 当社は、平成17年５月20日開催の取締役会におい

て、当社の連結子会社である㈱ダイエープリントセン

ターの株式を売却することを決議し、平成17年５月31

日に保有する全株式を売却しております。

１ その旨及び目的

 グループの主軸事業への効率的な経営資源投入の

ため、株式を売却いたしました。

２ 売却相手先   小峯 崇城氏

３ 売却時期    平成17年５月31日

４ 売却子会社の名称、事業内容及び取引内容

商号     ㈱ダイエープリントセンター

事業の内容  印刷事業

取引内容   当社が業務委託契約にて業務を受

託しております。

５ 売却株式数、売却価額、売却損益及び売却後の持分

比率

  売却株数      200株

  売却価額   12,700千円

  売却益     2,700千円

  売却後の持分比率    －%



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第１期)

自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日
関東財務局長に提出。

(2) 
 
 

臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第２号(新株予約権の発行)に基
づく臨時報告書であります。

平成17年８月22日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 

臨時報告書の訂正 
報告書

平成17年８月22日提出の臨時報告書に係
る訂正報告書であります。

平成17年８月29日 
関東財務局長に提出。

(4) 
 

有価証券届出書 
及びその添付書類

新株予約権証券発行 平成17年８月29日
関東財務局長に提出。

(5) 
 

有価証券届出書の 
訂正届出書

平成17年８月29日提出の有価証券届出書
の訂正届出書であります。

平成17年９月14日
関東財務局長に提出。

(6) 
 

有価証券届出書の 
訂正届出書

平成17年８月29日提出の有価証券届出書
の訂正届出書であります。

平成17年９月15日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

セブンシーズホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているセブンシーズホールディングス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連

結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務

諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、セブンシーズホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「会計処理の変更」に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会   

 計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１７年１１月２８日に株式会社リンク   

 ス及び株式会社マーケットフォーカスの株式を取得し子会社としている。また、会社は平成１７年   

 １２月１２日開催の取締役会において、平成１８年２月１４日に臨時株主総会を開催し資本準備金  

 の減少について付議することを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   梶川 融 ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   遠藤 了 ㊞

業務執行社員 公認会計士   大村 茂 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



  



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

セブンシーズホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているセブンシーズホールディングス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第

２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、セブンシーズホールディングス株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「会計処理の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１７年１１月２８日に株式会社リンクス及び

株式会社マーケットフォーカスの株式を取得し子会社としている。また、会社は平成１７年１２月１２日開

催の取締役会において、平成１８年２月１４日に臨時株主総会を開催し資本準備金の減少について付議する

ことを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   梶川 融 ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   遠藤 了 ㊞

業務執行社員 公認会計士   大村 茂 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別



 
途保管している。
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